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8.1.3.  リスクリスクリスクリスク分担表分担表分担表分担表（（（（素案素案素案素案））））    

 函南町は東海地震、豪雨による災害発生が懸念されており、本事業においては地域交流

施設を除き、災害対策施設としての機能を前提に、平常時における有効活用を図ることに

特徴がある。このため、事業者は、地域交流施設以外の施設については災害時には平常時

の利用に優先して災害対策のための利用が行われる場合があり、また地域交流施設につい

ても災害時に一部利用が行われる場合があることを十分に理解して、施設の整備、維持管

理、運営業務を行うとともに、災害対策活動・水防活動にあたる町民とともに災害対策に

協力するものとする。 

 なお、「川の駅」（水防センター等）については協議中のため、本リスク分担表（素案）

には含めないものとする。 
段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

入札説明書等リスク 入札説明書等の誤りに関するもの、

内容の変更に関するもの等 

○     

入札参加リスク 入札参加費用の負担   ○   

資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの   ○ 資金調達を行う場合

は、事業者が負担する 

町の責に帰すべき事由により事業

契約が締結できない場合 

○     契約締結リスク 

事業者の責に帰すべき事由により

事業契約が締結できない場合 

  ○   

町の政策の変更（本事業に直接影響

を及ぼすもの）によるもの 

○     

事業遂行にかかる議会不承認の場

合の事業期間の変更、延期、契約解

除等に伴う追加費用、事業費の増加 

○     

政治・行政

リスク 

サービス対価の支払遅延、不能に伴

う事業期間の変更、延期、契約解除

等に伴う追加費用、事業費の増加 

○     

法制度の新設・変更に関するもの

（本事業に類型的または特別に影

響を及ぼすもの） 

○     法制度リ

スク（税制

度は除く） 

法制度の新設・変更に関するもの

（上記以外のもの） 

  ○   

許認可の遅延に関するもの（町で取

得するもの） 

○     許認可リ

スク 

許認可の遅延に関するもの（町で取

得するもの以外） 

  ○   

一般的な税制変更（新税含む）に関

するもののうち、収益関係税、外形

標準課税の変更に関するもの 

  ○   

一般的な税制変更（新税含む）に関

するもののうち、上記以外の変更に

関するもの 

○     

消費税の範囲や税率の変更に関す

るもの 

○     

共通 

制度関連

リスク 

税制度リ

スク 

PFI 事業に特定的な税制の新設・変

更に関するもの 

○     
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

本件施設の運営に関する反対運動

の訴訟・要望に関するもの 

○     住民対応

リスク 

上記以外のもの（選定事業者が行う

調査、建設、維持管理に関するもの） 

△ ○   

用地から有害物質が発見された場

合 

○     

選定事業者が行う業務に起因する

有害物質の排出・漏洩、騒音、振動、

土壌汚染、大気汚染、水質汚濁、光、

臭気に関するもの 

  ○   

環境問題

リスク 

選定事業者以外に起因する有害物

質の排出・漏洩、騒音、振動、土壌

汚染、大気汚染、水質汚濁、光、臭

気に関するもの 

○     

選定事業者が行う業務に起因する

事故、施設の劣化など維持管理の不

備による事故及び電波障害対策、日

照障害対策に関するもの 

  ○   

上記以外のもの（町が行う業務に起

因する事故等） 

○     

社会リス

ク 

第三者賠

償リスク 

通常避けることが不可能な地盤沈

下、地下水断絶等により第三者に損

害を与えた場合 

○     

選定事業者の事業放棄、破綻による

もの及び無許可での選定業者の変

更 

  ○   債務不履行リスク 

町の債務不履行 ○     

戦争、外国の武力行使、革命、政権

奪取、内乱、武装反乱その他これら

に類似した事変または暴動など 

○ △   

大地震に起因する事業契約解除・中

断に伴う費用増加 

○ △   

豪雨に起因する事業契約解除・中断

に伴う増加費用 

      

大地震・豪雨以外の不可抗力に起因

する事業契約・解除・中断に伴う増

加費用 

      

大地震・豪雨以外の不可抗力に起因

する施設の損傷復旧費用 

      

共通 

不可抗力リスク 

風水害や地震、第三者の行為、その

他自然的、人為的な事象のうち、保

険等または同等の措置を超えない

もの 

  ○ 「保険等または同等

の措置を超えないも

の」の範囲については

事業契約書（案）で提

示する 
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

最初の基準金利決定日までの金利

変動による事業者の経費増減によ

るもの 

○     金利リスク 

最初の基準金利決定日以降の金利

変動による事業者の経費増減によ

るもの 

  ○ 事業期間中に基準金利

の見直しを実施するこ

とがある 

町と事業者が予め合意した改定価

格条項の範囲を超える物価変動（イ

ンフレ、デフレ）に伴う事業者の経

費（但しサービス購入料相当分）の

増減によるもの 

○     物価リスク 

町と事業者が予め合意した改定価

格条項の範囲内の物価変動（インフ

レ、デフレ）に伴う事業者の経費（但

しサービス購入料相当分）の増減に

よるもの 

  ○   

経済的リスク 金融機関、出資・協力企業の破綻、

債務不履行による追加費用負担、違

約金支払 

  ○   

要求水準未達リスク 要求水準の不適合に関するもの   ○   

事業者に起因する事業計画、要求水

準の変更 

  ○   

町に起因する事業計画、要求水準の

変更 

○     

計画変更リスク 

第三者に起因する事業計画、要求水

準の変更 

○ ○ 市と事業者で協議を行

い、第三者への費用請

求等の対応を決定する 

付帯事業の実施が特定事業に係る

公共サービスの提供に影響を与え

る場合 

  ○ 付帯事業の実施により

特定事業の実施が妨げ

られる等 

町の事由により、特定事業が付帯事

業に影響を与える場合 

    町の事由による特定事

業の変更によって、事

業者が当初予定してい

た付帯事業を予定通り

遂行できなくなった場

合 

付帯施設における事業を事業契約

に定めたもの以外への変更 

    付帯事業の変更等につ

いては町と別途協議 

共通 

付帯事業リスク 

事業期間終了前の付帯事業の終了     付帯事業の変更等につ

いては町と別途協議 

町の指示、変更による事業内容・計画変更により設計等完了

の遅延が発生した場合の事業者に発生する増加費用 

○     

物価変動による調査・設計増加費用   ○   

町が実施した測量、地質調査等の不

備による費用の増加 

○     調査リスク 

事業者が実施した測量、地質調査等

の不備による費用の増加 

  ○   

町の事由により詳細設計が期間内

に簡潔しないこと、設計変更が生じ

ることによる費用の増加 

○     

調

査・設

計に

係る

リス

ク 

設計リスク 

事業者側の事由により詳細設計が

期間内に完結しないこと、設計変更

が生じることによる費用の増加 

  ○   
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

用地に係る造成工事遅延、ないし、造成工事ができなかった

ことによる計画変更が生じた場合の増加費用 

  ○   

町で施工する造成工事において軟弱地盤にかかわらず暗渠排

水、地盤改良等の所要の設計・工事がなされなかったために、

地盤沈下等を引き起こす誘引となる事象が発生した場合の費

用の増加 

○     

用地

確保

に係

るリ

スク 

当初調査では予見不可能な地質・地盤状況の結果、工法、工

期等に変更が生じた場合の費用の増加 

○ ○ 別途協議の上、一部民

間負担を求めること

がある 

要求水準書、その他町の指示に伴う

工事完成遅延による追加工事、各種

違約金等の費用の増加 

○     

町の責めに帰すべき事由により工

期延長が生じた場合の費用の増加 

○     

工事完成遅延リスク 

上記以外の事業者の責めに伴う工

事完成遅延による追加工事費、各種

違約金等の費用の増加 

  ○   

設計変更リスク 要求水準書等の変更による工事期

間変更、工事費の増加 

○     

調査・設計ミスリスク 調査・設計ミスに伴う工事期間変

更、工事の遅延・中断等による費用

の増加 

  ○ 町の責による場合を

除く 

瑕疵リスク 施工管理、工事にかかる瑕疵に伴い

発生する費用の増加 

  ○   

町の指示、変更による事業契約解除

に伴う違約金等の費用の増加 

○   事業者の責めに帰す

べき理由による「指

示・変更」を除く 

契約解除リスク 

上記以外の事由による事業契約解

除に伴う違約金等の費用の増加 

  ○   

工事遂行に伴って損傷した施設の

修復費用 

  ○   

事業者の事由による工事費の増加

費用 

  ○   

工事費増加リスク 

工事期間中の物価変動による工事

費の増加費用 

  ○   

事業者が行う工事に起因する環境問題（騒音、振動、有毒物

質排出等）に関する第三者賠償、必要な環境保全等の対策費

用 

  ○   

建設工事に関する建設現場での事故の発生への第三者賠償責

任及び増額費用 

  ○ 町の責による場合を

除く。保険による担保

を原則とする 

建設

に係

るリ

スク 

建設現場に隣接する国道、町道への安全配慮および工事施工

者への安全配慮が欠落し、第三者や工事施工者が負傷した場

合の賠償責任及び増額費用 

  ○ 保険による担保を原

則とする 
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

町の災害復旧活動、災害対策活動等

に伴う施設の損壊の復旧費用 

○     

町の災害復旧活動、災害対策活動等

に伴う施設の利用後の通常営業に

向けた清掃等費用 

○     

町以外の災害復旧活動、災害対策活

動等に伴う施設の損壊の復旧費用 

○ ○ 町と事業者で協議を行

い、対応を決定する 

劣化によるもの   ○   

施設設置の隠れた瑕疵等、町の責め

によるもの 

○     

施設管理の瑕疵等、事業者の責めに

よるもの 

  ○   

施設損傷リスク 

第三者の責めによるもの ○ ○ 維持修繕で対処する場合

は、事業者が第三者への

費用請求等を行う。大規

模修繕で対処する場合の

うち事業者が単独で所有

する設備については事業

者が、それ以外について

は市が第三者への費用請

求等を行う 

要求水準書その他町の指示、変更に

伴う費用の増加 

○   要求水準書の変更により

事業費用が減少した場合

はサービス対価の減額変

更を行う 

要求水準書に適合させるために追

加して行った維持管理・運営のため

の費用の増加 

  ○   

要求水準未達リスク 

要求水準書に適合させるための瑕

疵の改修に要する費用の増加 

  ○   

町の責めによる事業内容・用途の変

更に起因する維持管理費の増大・減

少 

○     

第三者の責めによる維持管理費の

増大 

○ ○ 町と事業者で協議を行

い、対応を決定する 

維持

管理

リス

ク 

施設管理コストリスク 

上記以外の要因による維持管理費

の増大（物価変動によるものは除

く） 

  ○   

要求水準書の変更、その他町の指

示、変更に伴う運営開始遅延による

費用の増大 

○   町による対応を原則とす

るた、対応方法は別途定

める、また「営業開始時

期」は事業契約書に定め

る営業開始時期とし、工

期短縮に関する提案が受

理された場合は提案の営

業開始時期をいう 

運営開始遅延リスク（許

認可は除く） 

上記以外の事由による運営開始遅

延による費用の増大 

  ○ ｢営業開始時期」は上記と

同様 

沿道住民の事故、苦情への対応   ○   

運営

リス

ク 

利用者対応リスク 

上記以外の事故、苦情および利用者

間トラブルへの対応 

○ △   
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

町が自ら町内塚本地区に競合施設

を設置したために本施設の利用者

が減少し、経営圧迫が生じた場合の

収益の減少 

○ ○ 「競合施設」とは同種

の飲食施設、生鮮品直

売所をいう。経営圧迫

については、双方協議

の上、原因者の適正な

負担割合に基づきリス

クを分担する 

上記以外の事由により施設利用者

が当初見込みより増減することに

よる収益の変動、維持管理・運営費

や業務量の変動 

  ○   

需要変動リスク 

地域交流施設特産物販売において

（仮称）出荷者協議会から販売商品

供給が不足するなどの場合による

収益の減少 

  ○ 天候不良等の要因で地

元農産物等の供給が適

切になされなかった場

合は、欠品対策等事業

者が適切な対策をとる

ものとする 

運営コストリスク 事業者の業務手順等に起因する業

務量及び運営費の増大 

  ○   

町の指示、契約条件変更に伴う運営

業務遂行不能、収益減少、違約金等

の費用の増加 

○     

事業者の責による業務の中断、収益

の減少、違約金等の費用の増加 

  ○   

第三者の責による業務の中断、収益

の減少、違約金等の費用の増加 

○ ○ 町と事業者で協議を行

い、対応を決定する 

災害対策活動等による費用の増加 △ ○ 地域交流施設での災害

対策活用については、

別途協議を行い、対応

を決定する 

一時避難所として活動するための

運営費用 

△ ○ 地域交流施設での一時

避難所開設について

は、別途協議を行い、

対応を決定する 

一時避難所として活動する期間の

運営業務遂行不能、収益減少 

△ ○ 地域交流施設での一時

避難所開設について

は、別途協議を行い、

対応を決定する 

業務中断、契約解除リス

ク 

不可抗力による業務の中断 ○ ○ 町と事業者で協議を行

い、対応を決定する 

施設整備が契約期間中に陳腐化し

施設利用者に対するサービスが劣

る状況になった場合の更新費用 

  ○ 要求水準書の変更が必

要となる場合は町の責

による 

運営

リス

ク 

技術革新リスク 

技術進歩により維持管理業務、運営

業務の内容が変更される場合の費

用の増大 

  ○ 要求水準書の変更が必

要となる場合は町の責

による 
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段階 リスクの種類 リスクの内容 町 事業

者 

備考 

運営リ

スク 

展示品の破壊、盗難、その他セキュリティに関する事件の発生等

による費用の増大及び管理責任 

  ○ 保険による担保を原則と

する 

支払遅延・不能リスク 町の支払遅延・不能に関するもの ○     

事業清算に伴うリスク 業務移管手続きに伴う諸費用発生、

事業者の清算手続きに伴う評価損益

等 

  ○   終了

時 

施設性能リスク 事業期間終了時における要求性能

水準の保持 

  ○   

 

○：リスクが顕在化した場合に負担を行う 

△：リスクが顕在化した場合に協議を行い、負担を行う場合がある（従分担） 

空欄：リスクが顕在化した場合に原則として負担を行わない 

 

 

8.1.4.  事業契約書事業契約書事業契約書事業契約書（（（（素案素案素案素案））））    

 函南町「道の駅・川の駅」における事業契約書は、ＰＦＩ法第 10 条第１項に定める協

定の締結のための書類として素案を作成した。ポイントは、下記の通りである。 

 ＜災害対応＞ 

 ・災害対応にあたる範囲（対応施設、人的対応等） 

 ・発災時の対応 

 ・発災時のリスク 

 ＜災害対応施設＞ 

 ・平常時の有効利用としての付帯事業提案 

 なお、「川の駅」（水防センター等）については、協議中のため、本事業契約書（素案）

には含めないものとする。 
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注）本事業契約書（素案）は、本報告書（「先導的官民

連携支援事業報告書」）の検討にあたり作成しているも

ので、今後、函南町「道の駅・川の駅官民連携事業」

が実施される場合の条件とはならないものである。 
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